


 

はじめに 

 

 市民一人ひとりの命を大切にし、誰もが住み慣れた地

域で生きがいを持ち、安心して暮らすことのできる社会

を築くことは、私たち市民全ての願いです。 

 近年、我が国の自殺者数は、平成 18年に自殺対策基本

法が施行されて以後、国や地方公共団体等において、様々

な対策が講じられたことにより、減少傾向にありますが、

依然として年間２万人を超えており、先進国の中でも高

い水準にあります。 

 そこで国は、平成 28年に自殺対策基本法を改正し、全

ての地方公共団体に自殺を防ぐための計画策定を義務付けたことから、本市に

おきましても平成 31年度から５年間を計画期間とする「第１期白石市自死対策

計画」を策定したものであります。 

 本計画は、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」を目指し、「地

域におけるネットワークの強化」「自死対策を支える人材の育成」「市民への

啓発と周知」「生きることの促進要因への支援」「児童生徒を対象とした教育

の推進」の５つを基本施策とし、高齢者や生活困窮者、無職者・失業者、現役

就業者・経営者に対し、重点施策を位置づけるなど、これまで第２次白石市健

康プラン２１における精神保健事業の一環として進めてきた自死対策の取り組

みの深化を図り、全庁を挙げて「生きる支援関連施策」に取り組むことを計画

に盛り込みました。 

さらに、市全体として人と人のつながりの強い地域社会の構築支援に努め自死

リスクのある市民を支え、生きる道を選んでいただくことを目指していきます。 

結びに本計画策定に当たり、ご尽力をいただき、貴重なご意見・ご提案をいた

だきました白石市健康づくり推進協議会の皆様、「白石市 心と健康づくり支

援のためのアンケート調査」にご協力いただき多くの貴重なご意見をいただき

ました市民の皆様並びに関係団体の皆様に心より感謝申し上げます。 

 

 平成３１年３月 

白石市長   山 田  裕 一 
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「自死」と「自殺」の使い分けについて 

宮城県では、遺族等への配慮から、平成 26年１月より法令や統計用語等の固有

名詞を除いて「自死」という表現を使用しています。 

白石市においても、県の方針に準じて「自死」の用語を使用しています。 
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第１章 計画策定に当たって 

１ 計画策定の趣旨 

我が国の自殺者数は平成 10年に急増し、以降、年間３万人を超える状態が続いていまし

た。このため、国は平成 18年 10月 28日に自殺対策基本法を施行し、自殺対策に関し基本

理念を定め、自殺対策に対する国、地方公共団体、事業主、国民それぞれの責務を明らかに

しました。また、自殺対策の総合的な推進に向けて、内閣府に「自殺総合対策会議」を設置

し、平成 19年に自殺対策の指針として自殺総合対策大綱を示し、平成 24年にその大綱の見

直しを行いました。 

これら法整備等により、地方公共団体で心の健康づくりを中心に、様々な施策が取り組ま

れたことや社会経済状況の変化等から、平成 22年以降は自殺者数が減少傾向となりました。

しかし、いまだに毎年２万を超える方々が自殺により亡くなっている状況が続いており、こ

れは国際的にみると先進国の中では高い水準にあります。 

そのため、国は、平成 28年４月に自殺対策基本法を改正し、自殺対策を「生きることの

包括的な支援」と新たに位置づけ、地方公共団体に自殺を防ぐための計画策定を義務付けま

した。さらに、平成 29年７月には新たな自殺総合対策大綱を閣議決定し、具体的な取り組

みの方向性を示しました。 

白石市では、平成 16年３月に策定した「白石市健康プラン 21」、平成 26年３月に改訂し

た「第２次白石市健康プラン 21」において、「こころの健康対策」を中心に取り組んできま

した。 

このたび、法改正や自殺総合対策大綱の改正により、地方公共団体の自殺対策計画の策定

が義務化されたことから、これまで進めてきた市の取り組みをさらに発展させてより効果の

高い取り組みを進められるよう、「第１期白石市自死対策計画」を策定しました。 
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＜新たな自殺総合対策大綱（平成 29年７月閣議決定）の概要＞ 
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２ 計画の位置づけ 

「第１期白石市自死対策計画」は、白石市の自死対策を推進していくための総合的な計画

で、自殺対策基本法第 13条第２項に示される市町村計画であり、自殺総合対策大綱、宮城

県自死対策計画に対応するものです。 

また、本計画は、「第五次白石市総合計画」を基とし、保健福祉を中心に関連計画との整

合・連携を図り、白石市の自死対策の基本的な方向や具体的な事業・取り組みを示すもので

す。 

 

 

３ 計画期間と進行管理 

自殺総合対策大綱において、おおむね５年を目途に見直しを行うこととされていることか

ら、本計画の期間を 2019年度（平成 31年度）から 2023年度（平成 35年度）までの５年間

とします。 

なお、自死対策の過程において、新たな課題の発生や状況の大きな変化等により計画の見

直しが必要となったときは、計画期間中であっても計画の見直しを行うものとします。 

 

本計画の進行管理については、数値目標による定量的な管理のほか、毎年度の取り組み状

況の把握や課題の整理を行いながら、質的な管理評価に努めます。 

 

 

自殺対策基本法 

自殺総合対策大綱 

国 

宮城県 

自死対策計画 

宮城県 

第２次 

みやぎ 21 

健康プラン 

白石市 

第五次白石市総合計画 

第３期白石市障害者計画・ 

第５期白石市障害福祉計画・ 

第１期白石市障害児福祉計画 

第
１
期
白
石
市
自
死
対
策
計
画 

白石市高齢者福祉計画・ 

第７期介護保険事業計画 

第２次白石市健康プラン 21 
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第２章 白石市の自死の現状 

１ 白石市の現状 

（１）人口の推移 

平成 24年以降の各年９月末の住民基本台帳人口（外国人を含む）の推移は、平成 24年以

降減少傾向が続き、平成 30年には 34,333人となっています。なお、平成 25年から平成 30

年までの５年間で 2,375人（6.5％）減少しています。 

■人口の推移 

 
出典：住民基本台帳（各年９月末） 

 

（２）人口の年齢構成 

平成 27年の国勢調査（10月１日時点）の年齢構成は、男女とも 60歳代の年齢層がピーク

となり、50歳代以下の年齢層はおおむね減少しています。 

■人口の年齢構成 

 
出典：平成 27年国勢調査 
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（３）労働力の構成（15歳以上） 

平成 27年の国勢調査（10月１日時点）の 15歳以上の労働力の構成は、男性では「雇用者・

役員」が 51.4％となっており、男性の半数以上が企業等に勤めています。また、「個人経営・

家族従事者・内職者」が 10.6％となっており、「雇用者・役員」との合計 62.0％が就業者と

なっています。 

女性では、「雇用者・役員」が 39.4％、「個人経営・家族従事者・内職者」が 5.6％となっ

ており、合計 45.0％が就業者となっています。 

なお、「完全失業率」は、男性で 4.3％（全国平均 3.6％）、女性で 1.7％（全国平均 3.1％）

となっており、男性の完全失業率はやや高い状態となっています。 

■労働力の構成（15歳以上） 

 
出典：平成 27年国勢調査を基に再集計 

※ 国勢調査における「雇用者」は、会社員・工員・公務員・団体職員・個人商店の従業員・

住み込みの家事手伝い・日々雇用されている人・パートタイムやアルバイトなど、会社・

団体・個人や官公庁に雇用されている人で、次にいう「役員」でない人を指します。 

また、「役員」は、会社の社長・取締役・監査役，団体・公益法人や独立行政法人の理

事・監事などの役員を指します。 
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（４）「自殺統計」における自殺の現状 

白石市における「自殺統計」の特徴は以下の通りです。 

データの概要 
警察活動による自殺統計原票データに基づき、厚生労働省が集計し、 

自治体別に整理したもの 

調査対象 総人口（日本に居住する外国人を含む） 

集計分類 
住所地別・発見地別に集計 

発見日・自殺日別に集計 

調査時点 発見地を基に、自殺死体発見時点（認知）で計上 

調査期間 
毎年１月１日～12月 31日 

確定値は翌年３月に発表 

死因不明の場合

の訂正報告 

捜査等により、自殺であると判明した時点で、自殺統計原票を作成し、

計上する。 

その他の特徴 
未遂歴や遺書の有無、原因・動機の内訳等 

警察の業務統計 

 

①自殺者数の推移 

白石市の自殺者数は、平成 21年から平成 28年までは 10人前後で推移していますが、平

成 24年の 14人をピークになだらかな減少傾向となり、平成 29年は２人となっています。 

■白石市の自殺者数の推移 

 
出典：地域における自殺の基礎資料より白石市作成 

 

  

10

12
11

14

7

11
10

8

2

0

2

4

6

8

10

12

14

16

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

（人）



7 

②自殺死亡率の推移の比較 

自殺死亡率を白石市・宮城県・全国で比較すると、全国と宮城県では平成 21年以降、低

下傾向が続いていますが、白石市でも平成 24年をピークに、なだらかな減少傾向となって

います。 

■白石市、宮城県、全国の自殺死亡率の推移 

 
出典：地域における自殺の基礎資料より白石市作成 

 

③自殺者の年齢構成の比較 

自殺者の年齢構成（平成 24年から平成 28年までの合計）を白石市・宮城県・全国で比較

すると、白石市は「20-29歳」が 14.0％、「80歳以上」が 14.0％となっており、宮城県・全

国と比べて高い割合となっています。 

その一方で、「30-39歳」が 12.0％、「70-79歳」が 8.0％となっており、宮城県・全国と

比べて低い割合となっています。 

■白石市、宮城県、全国の自殺者の年齢構成（平成 24年～平成 28年） 

 
出典：地域における自殺の基礎資料より白石市作成 
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④自殺者の同居人の有無の比較 

自殺者の同居人の有無（平成 24年から平成 28年までの合計）を白石市・宮城県・全国で

比較すると、白石市は「同居人あり」が 82.0％となっており、宮城県の 73.9％、全国の 69.0％

を上回っています。 

■白石市、宮城県、全国の自殺者の同居人の有無 

 
出典：地域における自殺の基礎資料より白石市作成 

 

⑤自殺者の職業構成比の比較 

自殺者の職業構成比（平成 24年から平成 28年までの合計）を白石市・宮城県・全国で比

較すると、白石市は「年金・雇用保険等生活者」が 28.0％となっており、宮城県・全国と比

べて高い割合となっています。 

その一方で、「自営業・家族従事者」では 4.0％となっており、宮城県・全国と比べて低い

割合となっています。また、「自営業・家族従事者」と「被雇用・勤め人」を合わせて「就

業者」とすると、白石市では 32.0％、宮城県では 41.3％、全国では 35.2％となっており、

就業者の割合は比較的低くなっています。 

■白石市、宮城県、全国の自殺者の職業構成 

 
出典：地域における自殺の基礎資料より白石市作成 
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0.0

0.2

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

白石市

宮城県

全国

同居人あり 同居人なし 不詳

4.0 

8.2 
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28.0 

33.1 

27.7 

4.0 

3.6 

3.5 

6.0 

7.3 

6.7 

6.0 

4.9 

4.3 

28.0 

23.5 

24.6 

24.0 

18.8 

24.1 

0.0 

0.7 

1.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

白石市

宮城県

全国

自営業・家族従業者 被雇用・勤め人 学生・生徒等 主婦

失業者 年金・雇用保険等生活者 その他の無職者 不詳
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⑥原因・動機の比較 

原因・動機（平成 24年から平成 28年までの合計）を白石市・宮城県・全国で比較すると、

三者ともに「健康問題」が最も高い割合となっています。 

白石市でも「健康問題」と「家庭問題」、「経済・生活問題」が高い割合となっています。 

■白石市、宮城県、全国の原因・動機（複数回答あり） 

 
出典：地域における自殺の基礎資料より白石市作成 

 

（５）生活保護受給者の推移 

平成 18年度以降の生活保護受給者数の推移をみると、平成 19年度以降 200人を超える状

態が続いています。なお、平成 25年度以降は 250人前後で推移しており、平成 29年度には

259人となっています。 

保護率は、市の総人口が減少していることから上昇傾向が続いており、平成 29年度には

0.76％となっています。 

なお、受給者について市が生活状態を把握し、状況に応じた支援をできていることから、

近年自死者はみられません。 

 
出典：白石市福祉課（各年度３月 31日現在） 
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２ 「こころと身体の健康づくり支援のためのアンケート調査」 

における自死関連設問の傾向について 

市が実施した「こころと身体の健康づくり支援のためのアンケート調査」のうち、自死に

関連する項目について、特徴的な事項を以下の通り整理します。 

■調査の概要 

種 別 配付数 有効回収数 回収率 調査対象 調査方法 

一般市民調査 2,000人 842人 42.1％ 18歳以上無作為抽出 郵送による 

中高生 

調査 

中学生 832人 794人 95.4％ １～３年生全員 学校に依頼 

高校生 515人 488人 94.8％ 白石高校、白石工業高校２年生全員 学校に依頼 

小学生調査 1,335人 1,301人 97.5％ ２～６年生全員 学校に依頼 

① 図表の中のｎは、回答者の総数を意味しています。設問によっては、回答者が制限さ

れる（別の設問である選択肢を選んだ回答者のみ回答する場合など）ため、ｎは一定

ではありません。 

② 比率は、ｎを 100％とした百分比で算出し、小数点以下第２位を四捨五入しています。

そのため、表示されている百分比の合計が 100％にならない場合があります。 

③ 複数回答が可能な設問では、その比率の合計が 100％を上回ることがあります。 

④ 回答が少数である場合の比率については、特定の意向が強く反映される場合があるこ

とにご留意ください。 
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（１）心身の健康について 

①学年・年齢層と幸福度 

各学年、年齢階層の幸福度の感じ方をみると、小学生では各学年とも「10点」の割合が最

も高く、学年が低いほど割合が高くなっています。 

中高生では、「７点」または「８点」の割合が最も高くなっています。なお、中学１年生

では「９点」と「10点」の割合が他の学年と比べて高くなっています。 

20歳以上の各年齢層の中で、20～29歳では「５点」の割合が最も高い割合となっていま

す。それ以上の年齢層では「７点」または「８点」の割合が最も高くなっています。 

なお、「０点」は小学生と中高生では全ての学年で回答者がみられ、一般市民でも 50～59

歳と 80歳以上を除く各年齢層で回答がみられます。また、点数が低い「０点」と「１点」

を合わせると、40～49歳では 5.3％となっています。その他の年齢層では３％台以下となっ

ています。 

■学年・年齢層別の幸福度 
単位：％ 

 
 

幸福度 

 
 

0点 1点 2点 3点 4点 5点 6点 7点 8点 9点 10点 無回答 

学 

年 

小学 2年生 

(n=230) 
1.7 1.7 0.0 0.4 5.7 14.3 0.9 3.9 7.0 4.3 58.3 1.7 

小学 3年生 

(n=244) 
2.0 0.8 0.4 2.5 3.3 18.0 4.5 5.3 14.3 9.4 38.5 0.8 

小学 4年生 

(n=261) 
1.1 0.0 0.8 3.8 3.1 13.0 8.0 13.8 14.2 8.4 33.3 0.4 

小学 5年生 

(n=257) 
0.8 0.0 1.9 1.6 6.6 12.5 6.2 12.5 20.2 8.9 28.0 0.8 

小学 6年生 

(n=283) 
2.1 0.7 2.1 2.1 4.6 15.5 8.8 13.1 14.8 11.0 24.7 0.4 

学 

年 

中学 1年 

(n=234) 
1.7 0.0 1.7 1.7 2.1 9.4 10.3 15.4 23.5 15.0 17.9 1.3 

中学 2年 

(n=266) 
1.1 1.5 1.9 6.8 5.6 17.7 12.4 18.4 16.5 6.8 9.8 1.5 

中学 3年 

(n=283) 
0.4 0.4 3.9 4.2 5.3 18.4 11.3 14.8 19.1 7.1 13.4 1.8 

高校 2年 

(n=480) 
1.9 0.6 1.7 4.2 6.5 18.8 13.1 20.4 16.7 4.2 9.8 2.3 

年 

齢 

20～29歳 

(n=59) 
1.7 0.0 1.7 5.1 8.5 25.4 13.6 15.3 11.9 11.9 5.1 0.0 

30～39歳 

(n=67) 
1.5 1.5 1.5 3.0 0.0 17.9 3.0 29.9 16.4 13.4 9.0 3.0 

40～49歳 

(n=95) 
2.1 3.2 1.1 4.2 1.1 14.7 8.4 22.1 25.3 11.6 6.3 0.0 

50～59歳 

(n=115) 
0.0 0.9 3.5 7.0 5.2 20.0 10.4 22.6 20.0 5.2 4.3 0.9 

60～69歳 

(n=229) 
0.4 0.9 1.7 4.8 3.9 17.0 16.2 18.8 21.0 7.4 7.4 0.4 

70～79歳 

(n=181) 
0.6 0.6 0.6 3.3 1.7 18.2 12.2 18.8 27.6 5.0 8.8 2.8 

80歳以上 

(n=80) 
0.0 2.5 2.5 5.0 0.0 18.8 12.5 22.5 16.3 7.5 8.8 3.8 
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②健康状態と幸福度 

＜中高生＞ 

幸福度を健康状態別でみると、健康状態が「よい」では「10点」、「まあよい」では「８点」

が最も高い割合となっており、健康状態がよいほど幸福度も高い傾向となっています。なお、

「ふつう」、「あまりよくない」、「よくない」では「５点」の割合が最も高くなっています。 

その一方で、「よくない」と「分からない」では、「０点」と「１点」の割合が他の健康状

態と比べて高い割合となっています。 

■健康状態別の幸福度（中高生） 

単位：％ 

  幸福度 

 
 

0点 1点 2点 3点 4点 5点 6点 7点 8点 9点 10点 無回答 

 合計 
(n=1282) 

1.3 0.6 2.2 4.2 5.1 16.7 11.9 17.7 18.5 7.5 12.1 2.1 

健 
康 
状 
態 

よい 
(n=342) 

0.0 0.0 0.3 2.0 2.0 11.4 9.4 13.5 22.2 9.9 27.2 2.0 

まあよい 
(n=351) 

0.3 0.6 1.1 2.8 3.1 15.4 13.1 21.1 23.9 10.3 8.0 0.3 

ふつう 
(n=336) 

0.9 0.6 3.3 5.1 6.8 21.4 12.8 21.4 16.4 4.2 6.0 1.2 

あまりよく
ない(n=167) 

3.6 0.0 4.8 6.6 10.8 18.6 16.2 16.2 10.2 6.0 6.0 1.2 

よくない 
(n=38) 

7.9 7.9 7.9 15.8 10.5 28.9 5.3 10.5 2.6 0.0 2.6 0.0 

分からない 
(n=33) 

12.1 3.0 3.0 9.1 9.1 18.2 6.1 9.1 12.1 6.1 9.1 3.0 

無回答 
(n=15) 

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.7 6.7 6.7 0.0 0.0 0.0 80.0 

 

＜一般市民＞ 

幸福度を健康状態別でみると、健康状態が「よい」と「ふつう」では「８点」、「まあよい」

では「７点」が最も高い割合となっており、「ふつう」以上の健康状態では大きな差がみら

れませんが、「９点」と「10点」では健康状態がいいほど割合が高くなっています。なお、

「あまりよくない」と「よくない」では「５点」の割合が最も高くなっています。 

その一方で、「よくない」では、「０点」と「１点」の割合が他の健康状態と比べて高い割

合となっています。 

■健康状態別の幸福度（一般市民） 
単位：％ 

  幸福度 

 
 

0点 1点 2点 3点 4点 5点 6点 7点 8点 9点 10点 無回答 

 合計 
(n=842) 

0.7 1.2 1.7 4.5 2.9 18.1 11.8 20.4 20.9 7.7 7.2 3.0 

健 
康 
状 
態 

よい 
(n=84) 

0.0 1.2 0.0 1.2 0.0 8.3 4.8 16.7 27.4 16.7 22.6 1.2 

まあよい 
(n=115) 

0.0 0.0 0.0 1.7 2.6 11.3 7.8 26.1 25.2 13.9 8.7 2.6 

ふつう 
(n=404) 

0.2 0.2 0.7 3.0 3.0 18.1 14.4 22.0 23.8 6.4 6.7 1.5 

あまりよく
ない(n=155) 

1.9 1.9 3.9 10.3 4.5 28.4 11.0 18.1 13.5 2.6 2.6 1.3 

よくない 
(n=69) 

2.9 7.2 7.2 8.7 2.9 21.7 15.9 14.5 10.1 7.2 1.4 0.0 

分からない 
(n=2) 

0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

無回答 
(n=13) 

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 
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（２）休養・こころの健康について 

①不満・悩み・ストレスについて 

＜中高生＞ 

１ヵ月間の不満・ストレス等の状況は、「おおいにあった」が 20.0％、「多少あった」が

35.4％となっており、合わせて 55.4％が不満・ストレス等を感じています。 

■最近１ヵ月間の不満・ストレスの状況（中高生） 

                  
 

「おおいにあった」、「多少あった」と回答した人について、不満・ストレスの内容は、「学

校の問題」が 53.5％、「家庭の問題」が 35.4％となっています。 

■不満・ストレスの内容（中高生） 

 
 

  

20.0 

35.4 

31.3 

7.3 

4.7 

1.3 

0% 20% 40% 60%

おおいにあった

多少あった

あまりなかった

全くなかった

分からない

無回答

ｎ=1282

問29 この1ヵ月間に、不満や悩み、ストレスなどを感じること

53.5 

35.4 

21.5 

15.9 

14.9 

19.7 

1.1 

0% 20% 40% 60%

学校の問題

(いじめ、学業不振、先生や友だちとの人間関係等)

家庭の問題

(家族関係の不和、家族の介護・看病等)

病気など健康の問題

(自分の病気の悩み、身体の悩み、こころの悩み等)

恋愛関係の問題(恋愛、失恋の悩み等)

経済的な問題

(家族の仕事や収入の悩み、自分の小遣い等)

その他

無回答

ｎ=710

問29-1 (1)不満や悩み、ストレスの内容

その他

学校の問題(いじめ、学業不振、先生や友だちとの人間関係等) 

家庭の問題(家族関係の不和、家族の介護・看病等) 

病気など健康の問題(自分の病気の悩み、身体の悩み、こころの悩み等) 

恋愛関係の問題(恋愛、失恋の悩み等)

経済的な問題(家族の仕事や収入の悩み、自分の小遣い等) 

無回答
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不満や悩み、ストレスの解消方法別の効果をみると、「運動する」は「充分できている」

が 24.3％となっており、他の解消方法と比べて高い割合となっています。 

その一方で、「我慢して時間が経つのを待つ」では、「充分できている」が 4.8％となって

おり、他の解消方法と比べて低い割合となっています。 

■不満・ストレスの解消方法と効果（中高生） 

 
※ 回答が 0.0％の項目は、割合の表示を省略しています。 

 

  

16.2

24.3

16.1

17.3

17.8

16.3

4.8

32.6

7.5

46.3

51.4

55.2

56.7

55.8

57.7

42.3

47.7

8.8

15.1

11.4

13.5

13.5

14.0

12.9

22.8

7.0

16.3

4.2

0.5

1.0

1.4

1.6

2.1

3.2

2.3

20.0

17.6

12.4

13.9

11.1

10.9

11.0

27.0

10.5

46.3

0.6

0.3

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

(n=710)

運動する

(n=185)

睡眠をとる

(n=310)

友だちに話を聞いて

もらう(n=289)

家族に話を聞いて

もらう(n=129)

趣味やレジャーを

する(n=326)

我慢して時間が経つ

のを待つ(n=189)

その他

(n= 86)

何もしていない

(n= 80)

充分できている まあまあできている あまりできていない 全くできていない 分からない 無回答
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＜一般市民＞ 

１ヵ月間の不満・ストレス等の状況は、「おおいにあった」が 13.7％、「多少あった」が

43.9％となっており、合わせて 57.6％が不満・ストレス等を感じています。 

■最近１ヵ月間の不満・ストレスの状況（一般市民） 

                    
 

また、「おおいにあった」、「多少あった」の回答者について、不満・ストレスの内容は、「家

庭の問題」が 44.1％、「病気など健康の問題」が 42.3％、「勤務関係の問題」が 37.7％とな

っています。 

■不満・ストレスの内容（一般市民） 

 
 

  

13.7 

43.9 

30.4 

7.2 

2.0 

2.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

おおいにあった

多少あった

あまりなかった

全くなかった

分からない

無回答

ｎ=842

問34 この1ヵ月間に、不満や悩み、ストレスなどを感じることがあったか

44.1 

42.3 

24.9 

37.7 

4.1 

0.8 

3.5 

9.3 

2.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

家庭の問題(家族関係の不和、子育て、家族の介護・看病等)

病気など健康の問題(自分の病気の悩み、身体の悩み、こころの悩み等)

経済的な問題(倒産、事業不振、借金、失業、生活困窮等)

勤務関係の問題(転勤、仕事の不振、職場の人間関係、長時間労働等)

恋愛関係の問題(失恋、結婚を巡る悩み等)

学校の問題(いじめ、学業不振、教師との人間関係等)

友人関係の問題

その他

無回答

ｎ=485

問34-1 (1)不満や悩み、ストレスの内容

その他

家庭の問題(家族関係の不和、子育て、家族の介護・看病等) 

病気など健康の問題(自分の病気の悩み、身体の悩み、こころの悩み等) 

経済的な問題(倒産、事業不振、借金、失業、生活困窮等) 

勤務関係の問題(転勤、仕事の不振、職場の人間関係、長時間労働等) 

恋愛関係の問題(失恋、結婚を巡る悩み等)

学校の問題(いじめ、学業不振、教師との人間関係等) 

友人関係の問題

無回答
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不満や悩み、ストレスの解消方法別の効果をみると、「運動する」と「趣味やレジャーを

する」では「充分できている」と「まあまあできている」を合わせると、ともに 70％以上と

なっています。 

その一方で、「我慢して時間が経つのを待つ」では、「充分できている」が 0.7％となって

おり、「まあまあできている」と合わせても 41.4％となっています。また、「何もしていない」

では「充分できている」と「まあまあできている」を合わせると 30.2％となっています。 

■不満・ストレスの解消方法と効果（一般市民） 

 
※ 回答が 0.0％の項目は、割合の表示を省略しています。 

 

  

4.3

7.7

2.8

4.5

6.6

5.3

0.7

5.0

1.9

52.8

70.8

63.9

60.9

62.6

65.3

40.7

52.5

28.3

25.4

9.2

25.0

27.8

19.7

19.4

38.6

20.0

34.0

6.6

1.5

6.5

1.5

4.0

2.9

12.1

2.5

13.2

3.7

3.1

1.9

3.0

1.5

1.2

2.9

5.0

11.3

7.2

7.7

2.3

5.6

5.9

5.0

15.0

11.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

(n=485)

運動する

(n= 65)

お酒を飲む

(n=108)

睡眠をとる

(n=133)

誰かに話を聞いて

もらう(n=198)

趣味やレジャーを

する(n=170)

我慢して時間が経つ

のを待つ(n=140)

その他

(n= 40)

何もしていない

(n= 53)

充分できている まあまあできている あまりできていない 全くできていない 分からない 無回答
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②知人の変化に気づいたときの対応 

＜中高生＞ 

知人の様子の変化に気づいたときの対応について、「自分から声をかけて話を聞く」が

55.6％と最も割合が高く、次いで「そのときにならないと分からない」が 26.0％、「励まし

の言葉をかける」が 25.4％となっています。 

■知人の変化に気づいたときの対応（中高生） 

  
 

＜一般市民＞ 

知人の様子の変化に気づいたときの対応について、「自分から声をかけて話を聞く」が

46.9％と最も割合が高く、次いで「心配していることを伝えて見守る」が 38.4％、「そのと

きにならないと分からない」が 28.7％となっています。 

■知人の変化に気づいたときの対応（一般市民） 

 
 

  

14.3 

21.9 

55.6 

25.4 

2.0 

1.3 

26.0 

2.4 

0% 20% 40% 60%

相手が相談をしてくるまで何もしないで待つ

心配していることを伝えて見守る

自分から声をかけて話を聞く

励ましの言葉をかける

相談先を探す

その他

そのときにならないと分からない

無回答

ｎ=1282

問34 身近な人がいつもと違った様子に見えたときに、どうするか

15.4 

38.4 

46.9 

19.7 

3.6 

1.4 

28.7 

3.8 

0% 20% 40% 60%

相手が相談をしてくるまで何もしないで待つ

心配していることを伝えて見守る

自分から声をかけて話を聞く

励ましの言葉をかける

相談先を探す

その他

そのときにならないと分からない

無回答

ｎ=842

問38 理由は不明だが、身近な人がいつもと違った様子で辛そうに見えたとき
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③相談窓口・支援機関の認知度 

＜一般市民＞ 

相談窓口や支援機関の認知状況について、「電話相談」の認知度が 54.2％と最も割合が高

く、次いで「法テラス」が 40.6％、「行政機関の窓口」が 38.4％となっています。 

その一方で、「いずれも知らない」が 25.8％となっております。 

■相談窓口や支援機関の認知状況（一般市民） 

 
 

  

54.2 

40.6 

38.4 

21.1 

11.4 

10.9 

25.8 

6.7 

0% 20% 40% 60%

電話相談(いのちの電話、よりそいホットライン)

法テラス(借金や法律問題について)

行政機関の窓口(こころのケア、生活支援、子育てなどについて)

学生支援機構・あしなが育英会(学費について)

自由に話せる場(当事者の会、家族の会、自死遺族の会)

ボランティア(傾聴ボランティア等)

いずれも知らない

無回答

ｎ=842

問39 相談窓口や支援機

関の認知
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（３）自死、自死対策・予防について 

①自死のとらえ方 

＜一般市民＞ 

「①生死は最終的に本人の判断に任せるべき」について、「ややそう思う」と「そう思う」

を合わせると 29.8％となっています。また、「⑤自死は自分にあまり関係がない」で「やや

そう思う」と「そう思う」を合わせると 41.5％となっています。 

このほか、⑪から⑭の各設問については「ややそう思う」と「そう思う」の回答が多くを

占めています。その一方で、少数であるものの「そう思わない」と「あまりそう思わない」

の回答がみられます。その中で「⑫自死をしようとする人の多くは、何らかのサインを発し

ている」では「そう思わない」と「あまりそう思わない」を合わせると 4.8％と比較的高い

割合となっています。 

「⑮自死問題は、より一層の対策が必要である」では、「ややそう思う」と「そう思う」

を合わせると 75.6％となっています。 

■自死のとらえ方、意識（一般市民） 

 

25.8

3.3

25.8

3.7

13.2

13.7

15.2

21.4

10.8

21.6

1.8

1.2

1.5

0.7

2.0

10.0

4.5

14.5

3.2

9.1

12.0

13.3

13.9

8.2

10.6

1.5

3.6

2.3

1.1

1.0

26.7

22.0

31.7

17.3

27.8

21.6

32.3

32.3

39.9

37.4

13.9

17.2

14.6

11.2

14.0

12.1

22.0

11.5

22.8

13.5

22.2

15.2

12.6

16.6

10.2

28.0

32.1

29.5

26.7

21.7

17.7

41.2

8.6

46.1

28.0

22.6

16.4

11.3

16.7

12.0

47.0

38.4

45.0

53.2

53.9

7.7

7.0

8.0

6.9

8.3

8.0

7.6

8.6

7.7

8.2

7.7

7.6

7.1

7.1

7.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①生死は最終的に本人の判断に任せるべき

②自死せずに生きていれば良いことがある

③自死は繰り返されるので、周囲

の人が止めることはできない

④自死する人は、よほど辛い

ことがあったのだと思う

⑤自死は自分にはあまり関係がない

⑥誰でも自死を考えたことがあると思う

⑦自死は本人の弱さから起こる

⑧自死は本人が選んだことだから仕方がない

⑨自死を口にする人は、本当に自死はしない

⑩自死は恥ずかしいことである

⑪防ぐことができる自死も多い

⑫自死をしようとする人の多くは、

何らかのサインを発している

⑬自死を考える人は、様々な

問題を抱えていることが多い

⑭自死を考える人の多くは、精神的に追い詰め

られて他の方法を思いつかなくなっている

⑮自死問題は、より一層の対策が必要である

そう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う そう思う 無回答

ｎ=842
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②自死対策の啓発物について 

＜一般市民＞ 

自死対策の啓発情報は、「テレビ・新聞」が 42.6％と最も割合が高く、次いで「見たこと

はない」が 36.9％、「ポスター」が 33.0％となっています。 

■自死対策の啓発物として見たことがあるもの（一般市民） 

 
 

③自死対策を学ぶ機会について 

＜一般市民＞ 

自死対策について学ぶ機会が必要と感じているかをたずねたところ、「はい」が 73.2％、

「いいえ」が 19.6％となっています。 

■自死対策を学ぶ機会を必要と感じている（一般市民） 

 
 

33.0 

42.6 

13.8 

7.2 

5.3 

2.9 

2.7 

0.6 

36.9 

7.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ポスター

テレビ・新聞

広報誌

パンフレット

インターネットページ

ティッシュ等のキャンペーングッズ

のぼり・パネル・横断幕

その他

見たことはない

無回答

ｎ=842

問42 自死対策の

啓発物で見たこ

とがあるもの

73.2 19.6 7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

問44 自死対策に関する学びの場は必要だと思うか

ｎｎ=842
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④地域性による傾向の違いについて 

一部の設問において、地域のつながりの強さや、互助意識の強さによって、意見の傾向に

違いがみられます。 

 

ア 地域のつながりの強さ、互助意識の強さ別の「生死は最終的に本人の判断に任せるべき」

の傾向 

＜一般市民＞ 

「生死は最終的に本人の判断に任せるべき」の回答を居住地域のつながりの強さ別でみる

と、「（つながりが）強い方だと思う」では「そう思わない」が 32.1％となっていますが、つ

ながりの感じ方が弱くなるほど、その割合は低くなっています。 

同様に、「生死は最終的に本人の判断に任せるべき」の回答を互助意識の強さ別でみると、

「（お互いに助け合っていることについて）とてもそう思う」では「そう思わない」が 41.1％

となっていますが、互助意識の感じ方が弱くなるほど、その割合は低くなっています。 

■「生死は最終的に本人の判断に任せるべき」の考え方に対する意識（一般市民） 

 
 

  

25.8

32.1

31.6

26.0

21.8

18.6

41.1

29.0

26.5

22.6

17.8

10.0

6.2

10.7

15.0

10.5

7.5

7.1

10.9

8.8

9.5

10.5

26.7

27.2

25.4

25.2

27.4

29.6

17.9

26.7

28.7

22.6

30.4

12.1

12.3

12.7

11.0

11.3

13.1

12.5

12.8

14.7

10.7

9.9

17.7

11.1

14.8

18.1

21.8

21.1

8.9

15.6

15.4

31.0

20.9

7.7

11.1

4.8

4.7

7.3

10.1

12.5

5.0

5.9

3.6

10.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

(n=842)

強い方だと思う

(n= 81)

どちらかといえば

強い方だと思う(n=291)

どちらかといえば

弱い方だと思う(n=127)

弱い方だと思う

(n=124)

分からない

(n=199)

とてもそう思う

(n= 56)

どちらかといえば

そう思う(n=359)

ど ちらかといえば

そう思わない(n=136)

全くそう思わない

(n= 84)

分からない

(n=191)

そう思わない あまりそう思わない どちらともいえない ややそう思う そう思う 無回答

居
住
地
域
は
、
住
民
同
士
の

つ
な
が
り
が
強
い
方
だ
と
思
う
か

居
住
地
域
は
、
お
互
い
に

助
け
合
っ
て
い
る
と
思
う
か
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イ 地域のつながりの強さ、互助意識の強さ別の「自死対策に関する啓発物を見たときの行

動」の傾向 

＜一般市民＞ 

「自死対策に関する啓発物を見たときの行動」の回答を居住地域のつながりの強さ別でみ

ると、つながりが「（つながりが）強い方だと思う」では「全部読んだ」と「大体読んだ」

合計が 43.5％となっていますが、つながりの感じ方が弱くなるほど、その割合は低くなって

います。 

同様に、「自死対策に関する啓発物を見たときの行動」の回答を互助意識の強さ別でみる

と、「（お互いに助け合っていることについて）とてもそう思う」では「全部読んだ」と「大

体読んだ」の合計が 44.8％となっていますが、互助意識の感じ方が弱くなるほど、その割合

は低くなっています。 

■自死対策に関する啓発物を見たときの行動（一般市民） 

 
 

5.3

8.7

5.8

2.3

2.8

7.4

10.3

5.9

4.1

8.0

2.3

25.3

34.8

26.9

23.3

25.4

19.1

34.5

27.8

23.7

18.0

21.6

26.8

10.9

26.9

34.9

26.8

25.5

10.3

27.8

27.8

30.0

26.1

26.8

23.9

26.3

24.4

32.4

27.7

27.6

24.4

29.9

30.0

27.3

11.9

15.2

11.1

8.1

9.9

17.0

10.3

10.2

9.3

10.0

20.5

4.0

6.5

2.9

7.0

2.8

3.2

6.9

3.9

5.2

4.0

2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

(n=471)

強い方だと思う

(n= 46)

どちらかといえば

強い方だと思う(n=171)

どちらかといえば

弱い方だと思う(n= 86)

弱い方だと思う

(n= 71)

分からない

(n= 94)

とてもそう思う

(n= 29)

どちらかといえば

そう思う(n=205)

どちらかといえば

そう思わない(n= 97)

全くそう思わない

(n= 50)

分からない

(n= 88)

全部読んだ だいたい読んだ 少し読んだ 少し目を通したがほとんど読まなかった 読まなかった 無回答

居
住
地
域
は
、
住
民
同
士
の

つ
な
が
り
が
強
い
方
だ
と
思
う
か

居
住
地
域
は
、
お
互
い
に

助
け
合
っ
て
い
る
と
思
う
か
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３ 「地域自殺実態プロファイル」における白石市の自殺の特徴 

自殺総合対策推進センターが作成した「地域自殺実態プロファイル」による、平成 24年

から平成 28年の白石市の自殺の特徴は以下の通りです。 

 
 

（１）自殺者の特徴 

白石市の自殺者の特徴として、自殺総合対策センターが作成した分類別に自殺者数の多い

分類を順位付けすると、「同居人のいる 60歳以上無職の男性」が最も多く、自殺者の１位と

なっています。 

次いで、「同居人のいる 40～59歳の男性」が２位（無職）、３位（有職）となっています。

職の有無に関わらず、働き盛りの世代となっています。 

また、４位は「同居人のいる 20～39歳の無職の女性」となっています。 

さらに、５位は「同居人のいる 40～59歳の有職の女性」となっています。主に、共働き

の女性が該当すると考えられます。 

 

■地域の自殺の特徴（自殺者数の順で表示） 
上位５区分 

自殺者数 

５年計 
割合 

自殺死亡率 

（10万対） 

背景にある主な自殺の危機経路 

（全国的な傾向分析） 
順 

位 

性 

別 
年齢層 

職の

有無 

同居人

の有無 

１ 男 60歳以上 無 有 10 20.0% 60.9 
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み 

（疲れ）＋身体疾患→自殺 

２ 男 40～59歳 無 有 5 10.0% 276.7 
失業→生活苦→借金＋家族間の不和 

→うつ状態→自殺 

３ 男 40～59歳 有 有 5 10.0% 27.9 
配置転換→過労→職場の人間関係の 

悩み＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

４ 女 20～39歳 無 有 4 8.0% 81.5 
ＤＶ等→離婚→生活苦＋子育ての悩み 

→うつ状態→自殺 

５ 女 40～59歳 有 有 4 8.0% 30.7 
職場の人間関係＋家族間の不和 

→うつ状態→自殺 

 

（２）国が勧める重点施策の分野 

（１）の「地域の自殺の特徴」の割合上位の３区分の性・年代等の特性と「背景にある主

な自殺の危機経路」を参考に地域自殺実態プロファイルの中で選定された重点施策の分野は、

「高齢者」、「生活困窮者」、「無職者・失業者」、「勤務・経営」となっており、これらの対象

を中心に今後の施策を検討するものとします。 

 

「地域自殺実態プロファイル」とは… 

自殺総合対策推進センターが平成 24年から平成 28年の人口、企業・経済、生活・

ライフスタイルに関する各種統計に基づき、自治体ごとの自殺者数や自殺死亡率、

関連する地域特性を分析したものです。 
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（３）性別・年齢層別の自殺死亡率の特徴 

平成 24年から平成 28年までの自殺死亡率を性別・年齢層別にみると、男性では「20歳代」、

「40歳代」、「50歳代」、「80歳以上」の各年齢層で全国を大きく上回っています。 

また、女性では「60歳代」以下の各年齢層で全国を上回っており、特に「20歳代」、「30

歳代」、「40歳代」では全国の２倍以上の自殺死亡率となっています。 

■白石市、全国の性別・年齢層別の自殺死亡率 

 
出典：「地域自殺実態プロファイル」より白石市作成 

 

 

 

0.0

44.6

28.2

46.8

46.1

34.1

31.3

76.3

7.2

37.8

30.5

38.5

15.9

20.9

8.4

15.9

3.2

27.7

27.6

33.1

38.9

33.0

34.6

42.4

1.6

10.8

11.4

12.7

14.4

14.4

17.4

17.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳以上

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳以上

男
性
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性

白石市

全国

（10万人対）

男
性

女
性
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４ 関係団体等による地域の特徴 

（１）保健事業推進員・食生活改善推進員・市民ボランティア等 

保健事業推進員・食生活改善推進員・市民ボランティア等に、不満や悩み、ストレスを感

じたときの相談窓口、支援機関の認知状況をたずねたところ、「電話相談（いのちの電話、

よりそいホットライン）」が 54.7％と最も割合が高く、次いで「法テラス（借金や法律問題

について）」が 47.7％、「行政機関の窓口（心のケア、生活支援、子育てなどについて）」が

46.5％となっています。 

また、「いずれも知らない」も 12.5％みられます。 

■相談窓口や支援機関の認知状況（関係団体等） 

 
 

（２）社会福祉協議会、保健所、自死対策活動団体、教育委員会、商工会議所 

関係機関・団体等への自由記述方式の調査において、以下の特徴的な意見が挙げられまし

た。 

○ 生活困窮者への支援の充実は自死予防対策にも関わる 

○ 自死予防、自死遺族支援のために今後必要な連携体制について必要な取り組み 

・気軽に集まれるサロン（居場所）づくりと相談支援の充実 

・居場所と癒やしのためのサロン運営（連携するＮＰＯ法人か社会福祉法人が必要） 

・地域の方を含めた専門職との連携、情報交換 

○ 計画策定に当たって、今後必要と思われる取り組み 

・24時間の電話相談 

・現在活動している団体の意思を引き継ぐ人材、体制 

・精神疾患に対する理解促進（講演・講義） 

・相談、傾聴、いこいの場 

・自死未遂をくりかえす家族との関わり 

・人とのつながりでその人のキーパーソンの育成 

 

 

 

54.7 

47.7 

46.5 

37.2 

20.9 

29.1 

3.5 

12.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

電話相談（いのちの電話、よりそいホットライン）

法テラス（借金や法律問題について）

行政機関の窓口（心のケア、生活支援、子育てなどについて）

学生支援機構・あしなが育英会（学費について）

自由に話せる場（当事者の会、家族の会、自死遺族の会）

ボランティア（傾聴ボランティア等）

その他

いずれも知らない

ｎ=86
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第３章 白石市の自死対策における取り組み 

１ 基本方針 

平成 29年７月、「自殺総合対策大綱」の改訂案が閣議決定されました。 

本計画では、これらを踏まえて、以下の５点を自死における「基本指針」と定めます。 

 

（１）生きることの包括的な支援として推進 

個人においても地域においても、自己肯定感や信頼できる人間関係、安定した生活等の「生

きることの促進要因」より、失業や病気、孤立感等の「生きることの阻害要因（＝自死のリ

スク要因）」が上回ったときに自死リスクが高まると考えられます。 

そのため、自死対策は「生きることの阻害要因」を抑制する取り組みに加えて、「生きる

ことの促進要因」を増大する取り組みを行い、双方の取り組みを通じて自死リスクの低下に

向けた取り組みを推進することが必要です。これらの取り組みにより、自死予防や自死遺族

支援といった狭義の自死対策だけではなく「生きる支援」に関するあらゆる取り組みを総動

員して、「生きることの包括的な支援」として推進することが重要です。 

 

（２）関連施策との有機的な連携による総合的な対策の展開 

市民が自死を選択することなく安心して生活を続けられるよう、精神保健的な視点に加え

て、社会・経済的な視点を含む包括的な取り組みが重要です。また、このような包括的な取

り組みを推進するために、関連する各分野の施策、人々や組織が密接に連携する必要があり

ます。 

現在、自死の要因となりうる生活困窮、虐待、性暴力被害、引きこもり、性的マイノリテ

ィ、東日本大震災による避難生活等、関連分野においても同様の取り組みが展開されていま

す。これらの連携の効果をさらに高めるため、様々な分野において生きる支援に関わる関係

者・関係機関が自死対策の一翼を担っているという意識を共有することが重要です。 

とりわけ、「地域共生社会」の実現に向けた取り組みや生活困窮者支援制度等との連携推

進、精神科医療、保健、福祉等の各施策との連動性の向上等により、誰もが適切な精神保健

福祉医療サービスを利用できる環境整備が重要です。 

 

（３）対応の段階に応じた、レベルごとの対策の効果的な連動 

自死対策は、「対人支援のレベル」（自死リスクを抱える個人の問題解決に向けた支援）、「地

域連携のレベル」（関係者や地域、関係機関等の連携により支援の必要な人を把握し、その

状況に応じて行う包括的な支援）、「社会制度のレベル」（法制度の活用、市の施策方針・事

業により、安心して生き続けられる地域社会を構築）の３つのレベルに分けられます。社会

全体の自死リスクの低下に向けて、関係機関等が連携しながら各レベルにおける取り組みを

協力かつ総合的に推進することが必要です。 

また、時系列的な対応として「事前対応」（自死の危険性が低い段階における啓発・情報

発信等）、「危機対応」（自死発生のリスクが高まっている危険に介入）、「事後対応」（自死や

自死未遂が発生した後の対応）の各段階において、施策を講じる必要があります。 
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さらに、「自死の事前対応の、さらに前の段階での取り組み」として、学校等における児

童生徒等を対象とした、いわゆる「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進することも必要で

す。 

 

（４）実践と啓発を両輪として推進 

自死を選択するという危機は「誰にでも起こり得る危機」ですが、危機に陥った人の心情

や背景が理解されにくい現実があります。そのため、このような心情や背景への理解を深め

ることも含めて、危機に陥った場合には誰かに援助を求めることが適当であるということが、

地域全体の共通認識となるよう、積極的に普及啓発を行うことが重要です。 

全ての市民が、身近にいるかもしれない「自死を考えている人」のサインに早く気づき、

精神科医等の専門職につなぐとともに、専門職等と連携しながら見守っていけるよう広報活

動・教育活動の取り組みを推進することが重要です。 

 

（５）関係者の役割の明確化と、関係者間における連携・協働の推進 

「誰も自死を選択することのない社会」を実現するためには、市だけではなく国や県、近

隣市町村、関係団体、民間団体、企業、地域社会、そして市民一人ひとりと連携・協働し、

一体となって自死対策を推進していくことが必要です。 

なお、市には「地域の状況に応じた施策を策定し、実施する」責務があります。また、関

係団体や民間団体、企業には、それぞれの活動内容の特性等に応じて「積極的に自死対策に

参画する」ことが求められ、地域社会や市民には「自死は社会全体の問題であり我がごとで

あることを認識し、誰も自死に追い込まれることのない社会の実現のため、主体的に自死対

策に取り組む」ことが求められます。 
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２ 施策体系 

白石市の自死対策は、大きく３つの施策群で構成されています。国が定める「地域自殺対

策政策パッケージ」において全ての市町村が共通して取り組むべきとされている基本施策を

基にした市の「基本施策」、白石市の特徴を踏まえて特に重点的に取り組む必要がある「重

点施策」、さらに関連する市の施策をまとめた「生きる支援関連施策」の各施策群です。 

このうち、「基本施策」は、「地域におけるネットワークの強化」や「自死対策を支える人

材の育成」など、地域で自死対策を推進する上で必要不可欠な基盤となる５種類の取り組み

です。この中で、「事前対応」「危機対応」「事後対応」「事前対応の、さらに前の段階での取

り組み」の各段階での取り組みを網羅しているほか、地域の将来を担う子ども・若者の意識

向上に向けた取り組みを基本施策に含めるものとします。 

また、「重点施策」は、白石市の特徴から、国が対策を勧める「高齢者」、「生活困窮者」、

「無職者・失業者」、「勤務・経営」の４分野を中心に、その背景にある人と人との交流や勤

務問題、経済的問題、生活困窮への対策に重点を絞った取り組みです。 

さらに、「生きる支援関連施策」は、白石市においてすでに行われている様々な事業を自

死対策と連携して推進するため、取り組みの内容ごとに分類した施策群です。 

これらの施策体系を定め、白石市の自死対策施策を推進していきます。 

 

 

 

 

（１）地域におけるネットワークの強化 

（２）自死対策を支える人材の育成 

（３）市民への啓発と周知 

（４）生きることの促進要因への支援 

（５）児童生徒を対象にした教育の推進 

（１）高齢者世帯の実態の把握と生活支援 

（２）生活困窮者、無職者・失業者への支援 

（３）現役就業者・経営者への支援 

（４）つながりの強い地域社会の構築支援 

基本施策 

重点施策 

生きる支援関連施策 
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３ 基本施策 

本計画における基本施策は、地域で自死対策を進めていく上で最低限必要な基礎的な取り

組みとして進めていくものです。現段階では、国の「市町村自殺対策計画策定の手引」に基

づき、以下の５つの分野を掲げるものとします。 

白石市では、関係機関との協働により、これらの施策を強力にかつ連動させて総合的に推

進することで、自死対策の基本的な機能の強化・充実を進めていきます。 

 

（１）地域におけるネットワークの強化 

自死対策の推進に向けて、市だけではなく、関係機関や地域社会等と連携して取り組んで

いく体制づくりが重要です。 

市では、これまでにも、市や医療機関、地域で活動する各専門職によって、自死リスクを

抱えている人や自死遺族等へのケア・支援等を行ってきましたが、他の事業を含めて自死リ

スクの低減に向けたネットワークの強化を進めていきます。 

 

①「（仮称）自死対策推進連絡協議会」の設置・開催 

市の自死対策や自死遺族支援等のため、庁内外の関係部署や関係団体等により「（仮称）

自死対策推進連絡協議会」を設置し、定期的に市や宮城県、国の自死対策の実施状況や統計

情報の推移を検証するとともに、必要に応じて臨時の協議会を開催するなど、市の自死対策

の総括的な協議会を設置・運営します。 

また、事業や活動の内容が自死対策に有効であると判断できる部署や団体等に対して、協

議会への参加を呼びかけ、連携体制の強化に努めます。 

 

②各種関連団体との連携強化 

高齢者や障がい者、児童、生活困窮者等、対象を明確にしてその支援を目的として活動す

る団体等のうち、自死対策の効果が考えられる団体等に対して、連携を求めていくとともに、

関連する活動に必要な制度・事例等の情報、地域の情報の共有化を行います。 

また、自死遺族支援団体との連携を強化します。 

 

（２）自死対策を支える人材の育成 

地域のネットワークを構成する各団体には、その機能を支える人材が必要です。また、団

体が将来的に活動を継続するためには、現在の活動だけではなく、今後の活動を支える人材

の確保・育成が必要です。 

地域での自死対策の促進に向けて、様々な専門機関や団体の人材の確保・育成を支援する

とともに、地域で活動する個人や市民一人ひとりを重要な担い手として育成するための取り

組みを推進します。 
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①様々な職種を対象とする研修の実施 

ア 市職員を対象としたゲートキーパー養成講座の実施 

市職員が、各窓口に訪問する市民の様子や相談の仕方、相談内容等から本人や周囲の自

死リスクに気づき、当事者に寄り添った対応ができるよう、市職員を対象としたゲートキ

ーパー養成講座を実施します。 

また、定期的に自死予防に関する研修・勉強会を開催し、職員のスキル向上を進めると

ともに、市民だけではなく職員の自死リスクに速やかに気づき、対応できる体制につなげ

ていきます。 

 
 

イ 福祉、医療、教育、労働等の専門職等を対象にした研修の実施 

保健福祉サービスや医療機関や学校、職場等において、支援の必要な人に速やかに気づ

き、支援につなげるよう、市内各地域で活動する福祉、医療、教育、労働、経営等の専門

職を対象に、ゲートキーパー養成講座を関係機関と連携し、実施に向けて検討します。 

また、高齢者や障がい者、子育て世帯、生活困窮者、学校問題、就労問題等で悩みを抱

えている地域住民の変化やリスクに気づき、適切な対応が行えるよう、定期的に研修会を

実施します。 

 

ウ 民生委員・児童委員、ケアマネジャー（介護支援専門員）等を対象にした研修の実施 

地域で活動する民生・児童委員やケアマネジャー（介護支援専門員）等を対象に、ゲー

トキーパー養成講座の受講を推奨します。 

 

②一般市民に対する研修 

ゲートキーパーは、自死の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づ

き、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）をする役割を担います。市では、

これまでにも「市役所出前講座」の一環としてゲートキーパー養成講座を実施しており、既

存事業だけではなく、実施手法の幅を広げて、より多くの市民を対象にした研修を地域団体

と連携し、実施に向けて検討します。 

 

③教育関係者の資質向上支援 

市内の小中学校の教職員を対象に、児童生徒の命を預かる役割を自覚し、児童生徒が発す

る自死のサインに気づき、その声に耳を傾け、必要に応じて専門機関につなぎ、将来のある

命を守れるよう、資質の向上に向けた研修・勉強会等の開催を支援します。 

また、地域の児童生徒を見守る学校支援ボランティアやその他活動団体、自治会を対象に、

児童生徒の様子の変化や自死のサインに気づき、市や学校、その他専門機関につなげられる

よう、定期的な研修を検討します。特に、学校や地域で孤立の可能性がある児童生徒に対し

「ゲートキーパー」とは… 

自死の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をか

け、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）を図ることができる人のことで、

言わば「命の門番」とも位置付けられる人のことです。 
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て、適切な距離を保ちながら対応できるよう教職員の啓発・研修のあり方について検討しま

す。 

 

（３）市民への啓発と周知 

「自死」は誰にでも起こり得る危機ですが、危機に陥った当事者の心情や背景が理解され

にくい現状があります。危機に陥ったときは、遠慮なく助けを求めることができ、また、自

死対策や自死遺族支援等でどのような事業や支援活動が行われているか、市民一人ひとりが

知識を持ち、意識を高めるための啓発を進めていきます。 

 

①多様な手段を活用した情報発信の推進 

現在、市の施策は誌面による広報誌やホームページ、ＳＮＳ等のＷＥＢ媒体を活用し、情

報発信を実施しています。 

今後も、これらの事業の充実を図るとともに、自死対策に関心を持ってもらうための情報

や相談先など、誌面・電子・メディア等の多様な手段を活用し、幅広い情報の発信を推進し

ます。 

 

②市民向け講演会・イベント等の開催 

これまで、市民を対象に自死対策に関する情報発信を行ってきましたが、浸透が進んでい

ない状況が続いています。より多くの市民に情報を示し、関心を持ってもらうための取り組

みが必要です。 

今後も、自死対策に関連する講演会の開催や、市が開催しているイベントに自死関連の情

報の展示、地域ごとの懇談会など、意識啓発に向けた講演会・イベント等の開催を検討しま

す。 

 

③市の自死対策関連計画への取り組み内容の記載 

本計画策定以降、具体的に自死対策を取り組むに当たって、自死対策に関連する庁内各部

署と連携していくことが必要です。 

そのため、今後も自死対策に効果が期待できる施策・事業を把握し、関係部署と連携しな

がら進めていきます。また、施策方針や計画の策定・改訂時において自死対策・自死遺族支

援等に関する施策・事業を記載する必要性があるときは、市民に分かりやすい表現となるよ

う、記載に努めます。 
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（４）生きることの促進要因への支援 

①自死リスクを抱えている市民の支援 

ア 適切な保健福祉・医療サービス等の利用支援 

要介護認定者や障がい者、妊産婦、子育て世帯、難病患者等、公的な保健福祉・医療サ

ービス等が必要な市民を対象に、日常生活の負担や疲労の軽減のため、適切なサービス利

用促進に努めます。 

 

イ 支援の必要性に応じた、居場所づくりの推進 

高齢者や子育てに追われている保護者、社会的に孤立をしている市民等の居場所づくり

や、性犯罪・性暴力、ＤＶ等による被害者の支援のための居場所づくり、生活困窮世帯を

対象とした居場所づくり、引きこもりや性的マイノリティの人が参加しやすい居場所づく

り、各対象の状況に応じた居場所づくりを推進します。なお、居場所づくりに当たっては、

専門機関との連携により、参加しやすく安心して過ごしやすい環境づくりに努めるととも

に、個々の状況に応じた支援につながるよう努めます。 

 

②自殺未遂者等への支援 

自殺未遂者等に対して、県や専門医療機関等との連携により、各種取り組みを進めていき

ます。 

まず、医療的な観点から、自殺未遂者への継続的な支援を行います。 

また、当事者の家族や地域社会において、自殺未遂が及ぼす影響を考慮し、中長期的な精

神面の支援を行うとともに、周囲の方々が当事者の心に寄り添えるよう、啓発や相談対応、

支援体制の構築・活動支援を行います。 

 

③自死遺族等への支援 

自死遺族を対象に、専門機関や支援団体、地域社会と連携し、その状況に応じた精神的な

支援を行います。 

 

（５）児童生徒を対象にした教育の推進 

市内の小中学校に通う児童生徒を対象としたいじめや虐待、心の健康状態が悪化したとき

のＳＯＳの出し方について、教育の実施方法・内容等を検討します。 

また、教職員に対して、ＳＯＳの出し方の教育の効果的な実施に向けた検討を行うよう促

すとともに、児童生徒が発するＳＯＳを的確に気づけるよう、関連情報の提供や研修会の開

催を検討します。 
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４ 重点施策 

白石市では、平成 24年から平成 28年までの５年間で 50人（男性 31人、女性 19人）

が自殺で亡くなっています。そのうち、60歳以上が 19人みられ、自殺者の約 2.6人に１

人が高齢者となっています。また、原因・動機別では「健康問題」が 54.0％と半数以上を

占めているほか、「家庭問題」が 26.0％、「経済・生活問題」が 22.0％となっており、健

康上の問題を抱えている人のほかは、家庭での問題や経済的な問題が自死に至る経路とし

て考えられます。これらの問題は、誰もが経験しうる身近な問題であり、自死を他人事で

はなく、自分自身にも起こり得ることとして、多くの市民に認識していただく必要があり

ます。 

こうしたことを踏まえて、白石市では、自殺総合対策推進センターが作成した「地域自

殺実態プロファイル」において重点的な取り組みが必要とされた「高齢者」、「生活困窮者」、

「無職者・失業者」、「勤務・経営」とその周辺環境である「地域社会」を対象とした施策

の検討・構築・推進を図ります。 

 

（１）高齢者への生活支援 

「地域自殺実態プロファイル」において、白石市では「同居人のいる 60歳以上の無職男

性」の自殺者数が第１位となっています。また、これを含めて、平成 24年から平成 28年の

自殺者 50人のうち、19人が 60歳以上の高齢者となっています。 

高齢者の健康状態や経済状態、家庭での問題など、高齢者の困りごとの把握に向けて、高

齢者が気軽に相談できるような体制整備、相談窓口の情報発信等を推進するとともに、高齢

者が集い交流できる機会をさらに進めていきます。 

また、高齢者を介護する家族介護者への支援の充実を推進します。 

 

（２）生活困窮者、無職者・失業者への支援 

「地域自殺実態プロファイル」において、白石市では第２位が「40～59歳の同居人のいる

無職男性」となっています。また、国の「自殺統計」の特別集計において、白石市では「無

職者・失業者」の自殺死亡率が 89.5となっており、全国の中央値である 38.8を大きく上回

っています。 

今後は、まず、市の体制として、市役所に訪れた市民の状況から適切な窓口に誘導し、さ

らには対応した職員が潜在的な問題を掘り起こし、根本的な課題の解消につなげられるよう、

資質の向上に努めます。 

 

（３）現役就業者・経営者への支援 

「地域自殺実態プロファイル」において、白石市では第３位が「40～59歳の同居人のいる

有職男性」、第４位が「20～39歳の同居人のいる無職女性」です。また、20歳代の自殺死亡

率は男性で 44.6（全国平均：27.7）、女性で 37.8（全国平均：10.8）となっており、全国平

均と比べて高い値となっています。さらに、アンケート調査において、幸福度のピークが一

番低い年齢層となっています。いずれも、現役世代であり、仕事や家庭の中心となる世代で

す。 
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今後は、県や関係団体等との協力により、就労者のメンタルケアの推進やメンタルケアの

体制整備の促進支援、ハラスメント防止対策の支援等を検討します。 

また、市内の商工会議所や農業協同組合等と連携し、就業者のメンタル問題や自死対策関

連の情報連絡体制の構築を検討します。 

 

（４）つながりの強い地域社会の構築支援 

上記の（１）から（３）の各取り組みだけではなく、市民が日常的に生活している地域社

会における人と人とのつながりが、自死予防に必要です。市民アンケート調査において、地

域のつながりの強さを自覚している回答者ほど、自死対策への関心は高い傾向がみられます。 

今後は、地域住民が気軽に集える場や機会の創出・充実、世代間交流の推進など、より多

くの住民が交流し、つながりの強い地域社会の構築支援に努めます。 
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５ 生きる支援関連施策 

事業名（案） 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当課等 

基本施策 重点施策 

基
本
施
策
１ 

基
本
施
策
２ 

基
本
施
策
３ 

基
本
施
策
４ 

基
本
施
策
５ 

重
点
施
策
１ 

重
点
施
策
２ 

重
点
施
策
３ 

重
点
施
策
４ 

（１）市の計画・施策関連分野 

 
基本構想・基

本計画改訂 

基本構想・基本計画の改訂を

行う。 

基本計画改訂時に「自死対

策」についての位置づけを関

係各課と検討する。 

企画情報

課 
  ●      ● 

 
地域防災計

画改訂 

地域防災計画の作成等を行

い、総合的かつ計画的な防災

対策を推進する。 

地域防災計画改訂時に被災

者や避難者、災害対応職員等

のメンタルヘルス対策を位

置づける。 

危機管理

課 
  ●       

 

障害者計

画・障害福祉

計画・障害児

福祉計画改

訂 

障害者計画・障害福祉計画・

障害児福祉計画の進行管理

を行うとともに、次期計画の

策定を行う。 

障害者福祉事業と自死対策

が関連する分野において、連

携のさらなる深化の促進を

目指す。 

福祉課   ●       

 

高齢者福祉

計画・介護保

険事業計画

改訂 

高齢者福祉計画・介護保険事

業計画の進行管理を行うと

ともに、次期計画の策定を行

う。 

高齢者福祉事業と自死対策

が関連する分野において、連

携のさらなる深化の促進を

目指す。 

長寿課   ●   ●    

 

男女共同参

画基本計画

の策定 

男女共同参画基本計画を策

定し、定期的に計画の改訂を

行う。 

男女共同参画事業と自死対

策が関連する分野において、

連携の構築、充実を図る。 

福祉課   ●       

（２）保健福祉分野 

 

子育て支援

コーディネ

ート（利用者

支援）事業 

子育て家庭や妊婦が幼稚園、

保育園、地域の子育て支援事

業などを円滑に利用できる

よう、子育て支援コーディネ

ーターが子育ての悩みごと、

困りごとなどの相談を行い、

子育ての不安の解消を図る。 

相談者の精神的不安を解消

し相談内容にあった子育て

支援施設・関係機関の紹介や

連携を図る。また、相談者の

状況により、必要に応じて専

門機関等につなげる。 

子ども家

庭課 
   ●      

 
配食サービ

ス事業 

65歳以上の一人暮らし高齢

者、高齢者世帯、障害者手帳

１～３級所持者（18歳以上

の一人暮らしのみ）の方のう

ち、希望者に、月から金曜日

（祝日・年末年始を除く）の

希望する曜日に、夕食を自宅

まで配達する。 

配達時に安否確認すること

で生活状況、精神面の変化を

把握し、孤独死や自死等の予

防を図る。 

長寿課    ●  ●    

 

高齢者等安

心見守り事

業 

一人暮らしの高齢者宅に緊

急通報端末を設置し、緊急通

報を受けた受信センターが

救急車を手配したり、あらか

じめ登録している協力員に

駆けつけを要請する。さら

に、24時間間隔で利用者の

動きを感知する安否確認セ

ンサーを設置するほか、医療

福祉等に関する無料相談や

月１回のお元気コール、災害

時の安否確認等を行う。 

協力員に、高齢者の自死実態

とその対策（気づきと対応

等）について説明すること

で、高齢者のリスクの察知と

対応についての理解促進を

図る。 

長寿課    ●  ●    
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事業名（案） 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当課等 

基本施策 重点施策 

基
本
施
策
１ 

基
本
施
策
２ 

基
本
施
策
３ 

基
本
施
策
４ 

基
本
施
策
５ 

重
点
施
策
１ 

重
点
施
策
２ 

重
点
施
策
３ 

重
点
施
策
４ 

 

高齢者世話

付き住宅生

活援助員派

遣事業 

入居者が自立して安全かつ

快適な生活が営めるよう在

宅生活を支援することを目

的に生活援助員を派遣する。 

在宅生活援助員に対象者の

変化や自死リスクに早期に

気づき、つないでもらえるよ

う、協力を要請する。 

長寿課    ●  ●    

 

老人福祉セ

ンター利用

助成事業 

70歳以上の高齢者全員に

「ほっときゃするパス」を交

付する。（パス提示により老

人福祉センター薬師の湯し

ろいしの日帰り入浴が 200

円で利用できる。） 

高齢者の外出の機会を増や

し、交流の機会を増やすこと

で、生きる意欲の向上を目指

す。 

長寿課    ●  ●    

 
介護給付に

関する事務 

介護保険サービス（居宅サー

ビス、施設サービス、介護予

防居宅サービス、地域密着型

介護予防サービス）の事務手

続きを行う。 

適切な介護保険サービスを

提供することで、高齢者の生

活支援や家族介護者の負担

軽減等により、自死リスクの

軽減を目指す。 

長寿課    ●  ●    

 
日中一時支

援事業 

障がい者（児）を一時的に施

設で預かり、家族の一時的な

負担を軽減することにより、

障がい者（児）と家族の生活

を支援する。 

障がい者の様子を把握し、本

人の変化や虐待の兆候を発

見し、自死リスクの早期発見

につなげる。 
福祉課    ●      

家族介護者の負担を軽減し、

自死リスクの軽減を目指す。 

 

心身障害者

福祉手当支

給事務 

日常生活が困難な心身障が

い者（児）の社会参加のため

の手当を支給する。 

手当の支給に際して当事者

や家族等と対面で応対する

機会を活用し、問題の早期発

見・早期対応につなげる。 

福祉課    ●      

 

障害児支援

に関する事

務 

障害児福祉サービス（児童発

達支援・放課後等デイサービ

ス・障害児相談支援）の事務

手続きを行う。 

各サービスの利用や更新時、

特に障害児相談支援の際に、

保護者の悩みや変化を把握

し、自死リスクの軽減を目指

す。 

福祉課    ●      

 
訪問入浴事

業 

重度の心身障がい者その家

族の身体的・精神的な負担の

軽減を図る。 

障がい者の様子を把握し、本

人の変化や虐待の兆候を発

見し、自死リスクの早期発見

につなげる。必要に応じて、

担当窓口や専門機関につな

げる。 

福祉課    ●      

家族介護者の負担を軽減し、

自死リスクの軽減を目指す。 

 
障害者虐待

の対応 

障害者虐待に関する通報・相

談窓口の設置 

虐待への対応を糸口に、当人

や家族等、擁護者を支援し、

背後にある様々な問題をも

察知し、適切な支援先へとつ

なげる。 

福祉課    ●      

 

障害者相談

員による相

談業務（身

体・知的障害

者相談員） 

行政より委託した障害者相

談員による相談業務 

相談内容や相談者、その家族

等の状況を把握し、必要に応

じて専門機関等につなげる。 

福祉課    ●      相談員を対象に、自死対策に

関する研修を行い、自死リス

クのある相談者を速やかに

察知するよう努める。 
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事業名（案） 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当課等 

基本施策 重点施策 

基
本
施
策
１ 

基
本
施
策
２ 

基
本
施
策
３ 

基
本
施
策
４ 

基
本
施
策
５ 

重
点
施
策
１ 

重
点
施
策
２ 

重
点
施
策
３ 

重
点
施
策
４ 

 
手話通訳者

等派遣事業 

聴覚障がい者・中途失聴者・

難聴者が社会生活において

意思疎通を図る上で、支障が

ある場合に手話通訳者・手話

奉仕員・要約筆記者を派遣

し、コミュニケーションの確

保、社会参加及び緊急時の支

援を行う。 

手話通訳者・手話奉仕員・要

約筆記者を対象に自死対策

関連の研修の受講を促し、対

象者の抱える自死リスクに

早期に気づき、必要に応じて

市や専門機関等につなげる

よう、資質の向上に努める。 

福祉課    ●      

 
児童扶養手

当支給事務 

児童扶養手当の支給手続き

を行う。 

支給対象者のうち、家族との

離別・死別を経験している方

は自死のリスクが高まる場

合があることから、扶養手当

の支給機会を、自死のリスク

を把握する機会ととらえ、自

死リスクの早期発見につな

げる。 

福祉課    ●      

 

母子家庭等

自立支援給

付金事業 

（１）自立支援教育訓練給付

金 

ひとり親家庭の父母

が自主的に行う職業能

力の開発を推進するた

め、指定した職業能力

の開発のための講座を

受講した者に対して教

育訓練終了後に支給す

る。 

（２）高等職業訓練促進給付

金等 

ひとり親家庭の父母

の就職の際に有利であ

り、かつ生活の安定に

資する資格の取得を促

進するため、看護師等

の資格に係る養成訓練

の受講期間の一定期間

について「高等職業訓

練促進給付金」を、養

成訓練修了後に「高等

職業訓練修了支援給付

金」を支給する。 

各給付金の申請時において、

申請者の生活状況や精神的

な負担感等の状況を把握し

自死リスクの早期発見につ

なげる 

福祉課    ●      

 

家庭児童相

談員設置事

業 

家庭における適正な児童養

育、その他家庭児童の福祉の

向上を図るための相談、指導

を行う家庭児童相談員を配

置する。 

家庭児童相談員を対象に自

死対策関連の研修の受講を

促し、対象者の抱える自死リ

スクに早期に気づき、必要に

応じて担当課や専門機関等

につなげるよう、資質の向上

に努める。 

福祉課  ●  ● ●     
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事業名（案） 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当課等 

基本施策 重点施策 

基
本
施
策
１ 

基
本
施
策
２ 

基
本
施
策
３ 

基
本
施
策
４ 

基
本
施
策
５ 

重
点
施
策
１ 

重
点
施
策
２ 

重
点
施
策
３ 

重
点
施
策
４ 

 

男女共同参

画相談員設

置事業 

（１）男女共同参画相談支援

センターに関する一般

事務 

（２）男女共同参画専門委員

会の実施 

（３）男女共同参画に関する

啓発や講座の開催 

（４）男女共同参画社会形成

のための相談業務 

男女共同参画に関する講座

において、性的マイノリティ

を含めた性差別の解消や一

方に負担が偏らないような

配慮をし、自死リスクの軽減

につながるよう、啓発に努め

る。 

福祉課  ●        

 
男女共同参

画推進事業 

（１）男女共同参画推進状況

及び女性委員等登用状

況調査 

（２）ＤＶ被害者防止のため

の啓発や相談 

男女共同参画に関する事業

の実施状況を把握し、今後の

自死関連事業の充実に生か

す。 
福祉課   ●       

相談者の身の安全を守ると

ともに、相談者の状況によ

り、必要に応じて専門機関等

につなげる。 

 

訓練等給付

に関する事

務 

自立訓練・就労移行支援・就

労継続支援Ａ型Ｂ型・共同生

活援助等の訓練給付を行う。 

就労の場において、障がい者

の状況の把握や孤立防止に

努め、自死リスクの軽減を目

指す。 

福祉課    ●      

 
理解促進啓

発事業 

障がい者及び家族を含む支

援者等に、障がいの態様別に

講演・講習会等を開催する。 

事業に参加することで障が

いへの理解や知識を深める

とともに、参加者同士の交流

を育て、悩みを分かち合い、

自死リスクの軽減を目指す。 

福祉課   ●       

 

仙南地域自

立支援協議

会 

医療・保健・福祉・教育及び

就労等に関係する機関との

ネットワークや困難な案件

について情報提供や支援方

策について協議する。（仙南

の９自治体で運営。） 

１つの市・町では、支援手法

に限界があるため、自立支援

協議会を通すことにより近

隣自治体で障がい者が求め

ている支援に近づけること

ができる。医療機関、仙南保

健福祉事務所も参加してお

り、必要に応じて自死関連の

相談にも対応する。 

福祉課 ●         

 

障害者基幹

相談支援セ

ンター事業 

障がい者等の福祉に関する

様々な問題について障がい

者（児）及びその家族等から

の相談に応じ、必要な情報の

提供及び助言その他の障害

福祉サービスの利用支援等、

必要な支援を行う。加えて、

関係機関との連絡調整、その

他障がい者等の権利擁護の

ために必要な、相談支援の基

幹となる相談支援センター

を運営する。また、虐待防止

センターの機能も持つ。 

センターで相談対応に当た

る職員を対象に自死対策関

連の研修の受講を促し、対象

者の抱える自死リスクに早

期に気づき、必要に応じて市

や専門機関等につなげるよ

う、資質の向上に努める。 

福祉課 ● ●  ●      
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事業名（案） 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当課等 

基本施策 重点施策 

基
本
施
策
１ 

基
本
施
策
２ 

基
本
施
策
３ 

基
本
施
策
４ 

基
本
施
策
５ 

重
点
施
策
１ 

重
点
施
策
２ 

重
点
施
策
３ 

重
点
施
策
４ 

 

手話奉仕員

養成研修事

業 

聴覚障がい者、聴覚障がい者

の生活及び関連する福祉制

度についての理解ができ、手

話で日常生活に必要な手話

語彙及び手話表現技術を習

得した手話奉仕員を養成す

る。（仙南９自治体合同で実

施） 

手話奉仕員を対象に、ゲート

キーパー養成講座その他の

研修の受講を促し、対象者の

抱える自死リスクに早期に

気づき、必要に応じて市や専

門機関等につなげるよう、資

質の向上に努める。 

福祉課  ●        

 

生活保護施

行に関する

事務 

生活保護に関する就労支

援・医療ケア相談・高齢者支

援・資産調査を行う。 

生活保護利用者（受給者）は、

利用（受給）していない市民

に比べて自死のリスクが高

いことが既存調査により明

らかになっている。そのた

め、担当職員が受給者の状況

や変化を的確に把握し、必要

に応じて専門機関等につな

げるなど、自死リスクの軽減

を目指す。 

福祉課    ●   ●   

 
生活保護各

種扶助事務 

生活保護に関する生活・住

宅・教育・介護・医療・出産・

生業・葬祭扶助を行う。 

扶助受給等の際に、担当職員

が受給者の状況や変化を的

確に把握し、必要に応じて専

門機関等につなげるほか、ア

ウトリーチにつなげるなど、

自死リスクの軽減を目指す。 

福祉課    ●   ●   

 

生活困窮者

自立支援事

業（自立相談

支援事業） 

市内在住で離職のほか、様々

な理由により生活に困窮し

た市民を対象に、相談支援、

就業支援等を行う。 

事業対象者の生活の安定に

導き、生活困窮による自死リ

スクの軽減を目指す。 

福祉課    ●   ●   

 

生活困窮者

自立支援事

業（住居確保

給付金） 

離職者であって就労能力及

び就労意欲のある人のうち、

住宅を喪失している人、また

は、喪失するおそれのある人

を対象に、住宅費の支給、就

労支援等により、住宅及び就

労機会の確保に向けた支援

を行う。 

住居を確保することにより

事業対象者の生活の安定に

導き、生活困窮による自死リ

スクの軽減を目指す。 

福祉課    ●   ●   

 

生活困窮者

自立支援事

業（子どもの

学習支援事

業等） 

生活困窮世帯及び生活保護

受給世帯の子どもに向けた

学習支援、保護者への相談支

援・情報提供を行う。 

子どもに対する学習支援を

通じて、当人や家庭の抱える

問題を察知し、当該家庭を支

援につなげる等の対応につ

なげる。また、生活の状況に

応じて担当課や専門機関に

つなげる。 

福祉課    ● ●  ●   

 

高齢者への

総合相談事

業 

高齢者に対し必要な支援を

把握するため、地域包括支援

センターにおいて初期段階

から継続して相談支援を行

い、ネットワークの構築に努

める。また、在宅介護支援セ

ンターによる 24時間介護電

話相談を受け付ける。 

問題の種類を問わず総合的

に相談を受けることで、困難

な状況に陥った高齢者の情

報を把握する。 地域包括

支援セン

ター 

●   ●  ●    訪問時に高齢者やその家族

の状況を把握し、アウトリー

チ機能を発揮し、自死リスク

の軽減に向け関連機関と協

力した取り組みを行う。 
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事業名（案） 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当課等 

基本施策 重点施策 

基
本
施
策
１ 

基
本
施
策
２ 

基
本
施
策
３ 

基
本
施
策
４ 

基
本
施
策
５ 

重
点
施
策
１ 

重
点
施
策
２ 

重
点
施
策
３ 

重
点
施
策
４ 

 

認知症サポ

ーター養成

講座 

誰もが安心して暮らせる地

域づくりを目指して、認知症

についての正しい知識を持

ち、認知症の人や家族を応援

する認知症サポーターを養

成する。 

認知症サポーター養成講座

の受講者を対象に、認知症高

齢者や家族介護者の自死リ

スクについて説明を行い、ゲ

ートキーパー養成講座等へ

の参加を促す。 

地域包括

支援セン

ター 

 ●    ●    

 
認知症カフ

ェ 

認知症の家族がいる方や、認

知症に関心のある方、介護従

事者など、地域で認知症に関

心を持つ住民が気軽に集ま

れる場を開設することによ

り、気分転換や情報交換ので

きる機会を提供する。 

カフェの運営スタッフや家

族介護者の負担感を定期的

に把握し、心身の負担の軽減

を支援することで、自死リス

クの軽減を目指す。 

地域包括

支援セン

ター 

●  ●   ●   ● 

 

認知症家族

のつどい支

援 

介護家族の日ごろの悩みの

解消や、リフレッシュ、情報

交換の場の運営支援を行う。 

介護家族が悩みを共有した

り、情報交換を行ったりでき

る機会を設けることで、精神

的な負担を軽減し、自死リス

クの軽減を目指す。 

地域包括

支援セン

ター 

   ●  ●   ● 

 

百歳体操ス

タート応援

事業 

地域に居住する 65歳以上の

方を対象に、百歳体操（筋力

トレーニング）を継続開催で

きるように支援している。地

域での通いの場への参加を

通じて、介護予防事業への積

極的な参加を促すとともに、

自分にあった運動を見つけ

継続することと、地域でのつ

ながりへの意識付けを図る。 

一人暮らし高齢者や高齢者

世帯の増加により地域から

孤立する高齢者が増えてい

ることから、高齢者が集まり

やすい場所として活用でき

る。 

地域包括

支援セン

ター 

   ●  ●   ● 

スタッフは参加者の状況や

変化を把握し、声をかけたり

相談に対応することで、悩み

を受け付け、自死リスクの軽

減を目指す。 

 

介護予防運

動指導者養

成講座（サポ

ーター・コン

シェルジ

ュ・マイスタ

ー） 

地域住民を対象に、介護予防

運動の指導者養成講座を開

催することで、各地区単位で

実施している介護予防（百歳

体操）教室を指導できる人材

を育成する。 

指導者となる住民を対象に

ゲートキーパー養成講座や

自死対策関連の研修の受講

を促し、対象者の抱える自死

リスクに早期に気づき、必要

に応じて市や専門機関等に

つなげるよう、資質の向上に

努める。 

地域包括

支援セン

ター 

 ●    ●    

 

母子・父子家

庭医療費助

成申請受付

事務 

ひとり親家庭等医療費の助

成事務を行う。 

ひとり親家庭は貧困や孤立

のリスクが高く、自死につな

がる要因が多いことから、申

請時において保護者の悩み

や変化を把握し、必要に応じ

て専門機関等につなげるな

ど、自死リスクの軽減を目指

す。 

 

健康推進

課 
   ●      

 
在宅当番医

制事業 

休日・夜間の急病患者に対す

る応急診療を実施する。 

休日に応急処置が必要な患

者の中で、背景にＤＶや精神

疾患の急激な悪化等が潜ん

でいるケースがみられるた

め、患者の状況に応じて、市

や専門機関等につなげる等

の対応をとる。 

健康推進

課 
   ●      



41 

事業名（案） 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当課等 

基本施策 重点施策 

基
本
施
策
１ 

基
本
施
策
２ 

基
本
施
策
３ 

基
本
施
策
４ 

基
本
施
策
５ 

重
点
施
策
１ 

重
点
施
策
２ 

重
点
施
策
３ 

重
点
施
策
４ 

 

国民健康保

険受付業務

（異動届・高

額医療費申

請等） 

国民健康保険の異動届、高額

医療費の申請・相談、その他

受付、相談対応等を行う。 

国民健康保険への異動とな

った理由や高額医療費の支

払い等の状況から、精神的、

経済的な生活上の深刻な問

題や困難な状況を確認でき

たときは、「生きることの包

括的な支援」のきっかけとと

らえ、実際に様々な支援につ

なげるため、必要に応じて担

当課や専門機関等につなげ、

自死リスクの軽減を目指す。 

健康推進

課 
   ●      

窓口職員を対象に自死対策

関連の研修の受講を促し、資

質の向上に努める。 

 

国民年金受

付業務（届

書・障害年金

現況届等） 

国民年金の届書、申請書、基

礎年金裁定請求書の受け付

け、相談対応等を行う。 

年金の支払い等を期限まで

に行えない住民の背景をと

らえ、自死リスクにつながる

背景を把握したときは、必要

に応じて担当課や専門機関

等につなげ、自死リスクの軽

減を目指す。 

健康推進

課 
   ●      

窓口職員を対象に自死対策

関連の研修の受講を促し、資

質の向上に努める。 

 

中学３年生

インフルエ

ンザ予防接

種助成事業 

任意接種における予防接種

費を助成する。 

受験生に予防接種を受けや

すくすることで、受験シーズ

ンの健康状態の安定を支援

し、受験を要因とした自死の

予防を図る。 

健康推進

課 
   ●      

 
保健栄養教

室 

18歳以上の受講を希望する

市民を対象に、自分の健康づ

くり、家族や地域の健康、地

域の食産業について学習す

る。 

保健栄養教室の受講内容に

自死対策に関する視点を盛

り込み、受講生が身近な地域

での自死リスクに早期に気

づき、必要に応じて市や専門

機関等につなげるよう、意識

啓発に努める。 

健康推進

課 
   ●      

 

ヘルスメイ

ト白石中央

講習会 

保健栄養教室を修了した希

望者がヘルスメイトとして

活動するため、健康づくりや

食文化等について学習する。 

中央講習会の受講内容に自

死対策に関する視点を盛り

込み、ヘルスメイトが身近な

地域での自死リスクに早期

に気づき、必要に応じて市や

専門機関等につなげるよう、

意識啓発に努める。 

健康推進

課 
 ●       ● 

 
健康料理講

習会 

地域住民の食生活の改善を

図り、生活習慣病を予防する

とともに健康寿命の延伸を

目指す。 

健康料理講習会の受講内容

に自死対策に関する視点を

盛り込み、受講生が身近な地

域での自死リスクに早期に

気づき、必要に応じて市や専

門機関等につなげるよう、意

識啓発に努める。 

健康推進

課 
 ●       ● 



42 

事業名（案） 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当課等 

基本施策 重点施策 

基
本
施
策
１ 

基
本
施
策
２ 

基
本
施
策
３ 

基
本
施
策
４ 

基
本
施
策
５ 

重
点
施
策
１ 

重
点
施
策
２ 

重
点
施
策
３ 

重
点
施
策
４ 

 
保健事業推

進員研修会 

研修会を通じた住民参加に

よる保健活動、地域での支え

合う健康づくりを推進する

保健事業推進員の養成と、保

健事業推進員の活動の支援 

研修会の内容に心身の健康

や自死対策に関する視点を

盛り込み、保健事業推進員が

身近な地域での自死リスク

に早期に気づき、必要に応じ

て市や専門機関等につなげ

るよう、意識啓発に努める。 

健康推進

課 
 ●       ● 

 

健康教育で

の普及啓発

事業 

心の健康に関する健康教育

講座等の実施 

健康教育の内容に心の健康

や自死対策に関する視点を

盛り込み、受講生が身近な地

域での自死リスクに早期に

気づき、必要に応じて市や専

門機関等につなげるよう、意

識啓発に努める。 

健康推進

課 
 ●   ●     

 

母子保健 

（産後ケア

事業） 

医療機関が実施している産

後ケアに対し、利用料金の一

部を助成する。 

保健師を対象に、自死のリス

クや支援のポイント等に関

する研修を実施する。また、

本人や家族の様子を把握し、

必要に応じて担当課や関係

機関につなげる。 

健康推進

課 
   ●      

 

母子保健 

（母子健康

手帳交付等） 

母子健康手帳交付の際に、必

ず保健師が面談し、精神面や

養育状況を確認、必要時医療

機関との連携や、児童福祉部

門との連携など、早期に支援

を開始する。 

母子健康手帳の交付時に母

親の精神面、家庭の経済面な

ど、妊婦が安心して出産し、

育児をできる環境となるか

を把握し、状況に応じた支援

やアドバイスを行う。 

健康推進

課 
   ●      

 

母子保健 

（産婦・新生

児訪問指導、

乳幼児健康

診査） 

訪問、健診のいずれも児の発

育発達の確認と、母親の育児

状況や体調、精神面に関して

確認。必要時関係機関との連

携や、継続支援を実施する。 

出産直後はうつの発症リス

クが高く、精神面の負担も大

きいことから、訪問指導や健

康診査において、母子の状況

を把握し、状況に応じた支援

やアドバイスを行う。また、

必要に応じて、自宅への訪問

を行う。 

健康推進

課 
   ●      

 

精神保健 

（心の健康

に関する普

及啓発事業） 

心の健康について、講演会を

開催し、うつや心の健康につ

いての普及啓発を図る。 

講演会において、自死問題を

その対応について話題にす

ることで、当該問題に関する

住民の理解促進に努める。 

健康推進

課 
 ●        

 

精神保健 

（対面相談

事業） 

精神保健福祉士が週１回精

神疾患等を有する市民の相

談を対面で行う 

相談の内容で、自死リスクに

関する話題が出た場合は、そ

の内容を詳細に確認し、必要

に応じて関係機関と調整し

ながら背景にある悩みや不

安、その他要因の軽減に努め

る。 

健康推進

課 
   ●      

 

精神保健 

（精神保健

福祉相談） 

精神科医師が月１回精神疾

患等を有する市民の相談を

実施する 

相談の内容で、自死リスクに

関する話題が出た場合は、そ

の内容を詳細に確認し、必要

に応じて市その他関係機関

と調整しながら背景にある

悩みや不安、その他要因の軽

減に努める。 

健康推進

課 
   ●      
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事業名（案） 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当課等 

基本施策 重点施策 

基
本
施
策
１ 

基
本
施
策
２ 

基
本
施
策
３ 

基
本
施
策
４ 

基
本
施
策
５ 

重
点
施
策
１ 

重
点
施
策
２ 

重
点
施
策
３ 

重
点
施
策
４ 

（３）教育分野 

 
青少年育成

事業 

・青少年（ジュニア・リーダ

ー）の豊かな人格形成や指

導者の資質の向上を図る

各種研修会を開催する。 

・青少年団体を市主催事業、

小学校、子ども会活動に派

遣する。 

青少年団体への地域の児

童・生徒の参加を促し、行事

の中で生きることの意義や

活動・交流の楽しさを経験さ

せ、生きる支援の促進につな

げる。 

生涯学習

課 
    ●     

 

学校支援ボ

ランティア

事業 

コーディネーターを配置し、

学校の要請に応じて地域住

民等のボランティアを派遣

し、学校教育活動を支援す

る。コーディネーターの研修

会を開催し、スキルアップを

図る。ボランティア登録のチ

ラシを作成し、広報を行い活

動のさらなる活性化を図る。 

ボランティア活動を通して、

地域・社会とのつながりを認

識させ、孤立化を防ぎ、自死

リスクの軽減を目指す。 

生涯学習

課 
    ●    ● 

（４）就労・経営分野 

 
職員の健康

管理事務 

市職員の心身健康の保持、健

康相談、健診後の事後指導を

行う。 

市民からの相談に対応する

市職員の心身の健康の維持

増進を図り、ストレス軽減、

自死リスクの軽減を目指す。 

総務課   ●     ●  

 
中小企業振

興資金 

・中小企業への融資を介して

経営の安定化を図る。 

・信用保証制度を利用し、そ

の保証料を補給する。 

・返済不能となった場合、関

係機関の負担割合に応じ

て補償を行う。 

市内中小企業者に対し無担

保かつ低利の運転・設備資金

を融資するとともに、その保

証料の補給や返済不能とな

った場合の損失補償を行う

ことで、中小企業者の安定的

な経営を支援し、経営者、就

業者の生活安定を促し、就

業・経営による自死リスクの

軽減を目指す。 

商工観光

課 
   ●    ●  

（５）住宅・建設分野 

 
公営住宅事

務 

公営住宅の管理事務・公募事

務を行う。 

公営住宅の居住者や入居申

込者は、経済的な問題を抱え

ていることが少なくないこ

とから、生活の実態を把握

し、自死リスクを把握したと

きは担当課や専門機関等に

つなげるなど、自死リスクの

軽減を目指す。 

建設課    ●   ● ●  

 

公営住宅家

賃滞納整理

対策 

公営住宅の滞納使用料の効

率的収納と自主納付を促進

し、住宅使用料収納率の向上

を図る。 

経済的な理由による家賃滞

納者を中心に、生活に問題を

抱えている入居者に対して、

随時生活状況を把握し、自死

リスクを把握したときは担

当課や専門機関等につなげ

るなど、自死リスクの軽減を

目指す。 

建設課    ●   ● ●  
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事業名（案） 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当課等 

基本施策 重点施策 

基
本
施
策
１ 

基
本
施
策
２ 

基
本
施
策
３ 

基
本
施
策
４ 

基
本
施
策
５ 

重
点
施
策
１ 

重
点
施
策
２ 

重
点
施
策
３ 

重
点
施
策
４ 

 

土木施設管

理に関する

事務 

道路及び河川使用の適正化

指導に関する事務（ホームレ

スへの対応等） 

職員が巡回中に道路や河川

でホームレスを把握したと

きは、市担当課や関係機関等

に連絡し、該当者へのアウト

リーチに努める。 

建設課    ●   ●   

（６）その他の分野 

 窓口事務 

・市税、国民健康保険税、介

護保険料及び後期高齢者

医療保険料の収納業務 

・口座振替の案内、手続き、

口座振替不能者へ納付書

の発送 

・督促状の発送 

税金や介護保険料等の支払

い等を期限までに行えない

住民の背景をとらえ、自死リ

スクにつながる背景を把握

したときは、必要に応じて担

当課や専門機関等につなげ、

自死リスクの軽減を目指す。 

収納管理

室 
 ●  ●   ●   

窓口職員を対象に自死対策

関連の研修の受講を促し、資

質の向上に努める。 

 

窓口事務 

（滞納処分

事務） 

市税、国民健康保険税、介護

保険料及び後期高齢者医療

保険料の収納及び滞納処分

業務 

税金や介護保険料等の滞納

者の背景をとらえ、自死リス

クにつながる背景を把握し

たときは、必要に応じて担当

課や専門機関等につなげ、自

死リスクの軽減を目指す。 

収納管理

室 
 ●  ●   ●   

窓口職員を対象に自死対策

関連の研修の受講を促し、資

質の向上に努める。 

 
市民への相

談事業 

市民への相談事業（無料法

律・人権・行政相談） 

相談者の背景をとらえ、自死

リスクにつながる背景を把

握したときは、必要に応じて

担当課や専門機関等につな

げ、自死リスクの軽減を目指

す。 

生活環境

課 
 ●  ●      

 
消費生活相

談事業 

消費生活に関する相談や苦

情の処理、市民への情報提

供・啓発等を行う。 

相談者の背景をとらえ、自死

リスクにつながる背景を把

握したときは、必要に応じて

担当課や専門機関等につな

げ、自死リスクの軽減を目指

す。 

生活環境

課 
  ●       

 

納税（納付）

の緩和制度

としての課

税（賦課）の

減免（免除）

相談 

住民から課税（賦課）の減免

（免除）に関する相談を受け

付ける。 

災害・離職・離婚等により、

税金等の納付が困難な住民

からの相談について、「生き

ることの包括的な支援」のき

っかけととらえ、実際に様々

な支援につなげるため、必要

に応じて担当課や専門機関

等につなげ、自死リスクの軽

減を目指す。 

税務課    ●   ●   

市民が抱える問題の気づき

やつなぎを担えるよう、課税

（賦課）を行う職員等を対象

に自死対策関連の研修の受

講を促し、資質の向上に努め

る。 
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６ 数値目標、評価指標の設定 

（１）各施策における評価指標の設定 

本計画において、各施策における評価指標を以下の通り設定します。 

なお、本計画の開始において本格的に開始する事業が多いため、当初数年間は事業を市民

に定着させることに注力し、徐々に理解を深めていくことを目指します。 

項 目 評価指標 

自死対策を支える人材の育成 

 意識啓発のための

講座の開催 

市職員、専門職向け 年１回以上開催 

 市民向け 各地区において５年間で１回以上開催 

市民への啓発と周知 

 
市の自死関連施策の明確化 

計画策定時、計画改訂時に関連施策を計画書

に記載 

 
「自殺予防週間」や「自殺対策強化月間」

における啓発 

学校、図書館で特設コーナー設置 

市広報、ＷＥＢ媒体を活用した情報発信の実施 

市民向け講演会の実施 

 

自死対策の取り組みの認知度の向上 

「いのちの電話」、「よりそい

ホットライン」の認知度 
60％以上 

 相談窓口としての「行政機関

の窓口」の認知度 
45％以上 

生きることの促進要因への支援 

 居場所づくり サロン、100歳体操の活動促進 

児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育 

 ＳＯＳの出し方に関する教育 定期的な教育の仕組み、実施体制の構築 

 
教職員への研修 

実施回数 年１回以上 

 受講率 50％以上 

 

（２）自死者数の目標の設定 

本市における自死者数は、計画策定前年度までの５年間（平成 25年～平成 29年）で 38

人となっており、平均で 7.6人となっています。 

本計画期間の自死者数の目標は、年平均自死者数を 10％以上減少させるものとし、平成

31年から平成 33年までの３年間で 20人以下（年平均 6.8人以下）を目指すものとします。 

 
 

 

 

＜平成 25年～平成 29年の実績＞ 

自死者数：38人（平均 7.6人） 

＜平成 31年～平成 33年の目標値＞ 

自死者数：20人以下（平均 6.8人以下） 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 編 
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資料編 

１ 白石市健康づくり推進協議会名簿 

所 属 役職名 氏 名 備 考 

宮城県仙南保健所 技術次長 横野 富美子  

白石市国民健康保険運営協議会 会長 松野 久郎  

白石市教育委員会 教育委員 岡﨑 美弥子  

白石市医師会 会長 小松 和久 会長 

白石歯科医師会 会長 小野 貴志夫  

仙南薬剤師会 理事 山田 卓郎  

白石市公衆衛生組合連合会 会長 紺野 澄雄 副会長 

白石市食生活改善推進員会 会長 立田 ふぢ子  

白石商工会議所 事務局長 齋藤 一郎  

白石市養護教諭部会 部会長 玉渕 由香里  

白石市地域婦人団体連絡協議会 副会長 斎藤 ゆう子  

白石市老人クラブ連合会 会長 吉野 照子  

（任期：平成 30年６月１日から平成 32年５月 31日） 

 

２ 第１期白石市自死対策計画策定の経過 

開催日 会議名 議題（自死対策計画関連のみ） 

平成 30年 

11月 29日 

第１回 

白石市健康づくり

推進協議会 

（１）第１期白石市自死対策計画に伴うアンケート調査結果

について 

（２）第１期白石市自死対策計画（素案）について 

平成 31年 

３月 14日 

第２回 

白石市健康づくり

推進協議会 

（１）第１期白石市自死対策計画（案）について 
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